
「子ども手当」の地方負担に関する緊急決議 

 

 政府の平成 23 年度予算編成にあたり、昨年来本会をはじめ地方から

の様々な抗議の意が示されてきたにも関わらず、「子ども手当」の財源に

ついて地方に対して十分な協議もないまま、市民に不利益を及ぼさない

ため平成 22 年度限りの暫定措置として受け入れたのと同様の地方負担

を継続しようとしていることは、民主党政権の「地域主権の理念」や憲

法の「地方自治の本旨」に反し、断じて看過できないことである。 

 我々神奈川県市長会は、「子ども手当」は国が全責任を持って実施すべ

きであり、これに要する経費は人件費や事務費を含め全て国庫負担とす

るよう、再三強く要望してきたところである。 

厳しい財政状況であることは国も地方も変わりはなく、我々都市自治

体は多様な市民ニーズに対し、それぞれの工夫と努力により、市民にも

理解と忍耐をお願いする中で限られた財源を使って日々鋭意応えている

ところである。 

そのような中、民主党は、子ども手当の財源に関し「全額国費」でま

かなうと明言していたにもかかわらず、地方固有の財源である「住民税」

をもって地方負担を求めることは、全くもって承服できるものではない。 

 「子ども手当」については、国が全責任を持って以下の事項について

万全の措置を講ずるよう強く求めるとともに、万一平成 23 年度以降も

地方負担が決定された場合、地方による支給事務の拒否をすることも辞

さない断固たる態度で臨むものである。 

 

１ 子ども手当については、地方に負担を転嫁することなく、支給に要

する人件費や事務費などの経費も含め全額国庫負担とすること。 

２ 子ども手当の支給額から、未納の給食費や保育料などの子育て関係

で徴収すべき費用に充当できる制度とすること。 

３ 子ども・子育て施策に係る現金給付は国が担い、サービス（現物）

給付については、地域の実情に応じて、各自治体が裁量と創意工夫に

より自主的に決定できるようにすること。 

４ 平成 23 年度以降の制度設計については、地方との十分な協議をお

こなったうえで決定すること。 

 

 以上、決議する。 
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